
別表（第３条、第８条関係）

番号 補助事業 内容 補助対象経費 補助基準額 補助額

１

１歳児保育事業 愛知県１歳児保育実施費補助金交付
要綱に基づき交付する事業

施設型給付費交付基準による必要
保育士数を超えて加配した１歳児保
育に従事する保育士等の雇用に要
する経費

各月初日現在の児童数に次の３歳未満児入所率区分毎の月額単価を乗じて得た
額の合計
(1)　３０％以上４０％未満
　　 月額　６，０００円
(2)　４０％以上
　　 月額１１，０００円

補助基準額と補助対象経費の実支出額から
寄付金等の収入を控除した額とを比較してい
ずれか低い額
ただし、千円未満は切り捨てとする。

２

低年齢児途中入所円滑化
事業

愛知県低年齢児中途入所円滑化事業
費補助金交付要綱に基づき交付する
事業

施設型給付費交付基準による必要
保育士数を超えて低年齢児（０～２
歳児）の途中入所に対応するため
に、あらかじめ配置した保育士等の
雇用に要する経費

低年齢児中途入所担当保育士の各月の受入可能児童数に次の月額単価を乗じて
得た額
(1)　１・２歳児１人当たり
　 　２６，０００円
(2)　乳児１人当たり
　 　５２，０００円
　 ただし、担当保育士１人当たり年４６０，０００円を上限をする。

補助基準額と補助対象経費の実支出額から
寄付金等の収入を控除した額とを比較してい
ずれか低い額
ただし、千円未満は切り捨てとする。

４

一時保育事業 一時保育の実施に係る経費に対し助成
を行う事業

一時保育の実施に必要な保育士に
要する経費

年間延べ利用児童数により区分される次に定める額
１か所年額
　  　２，６７９，０００円（３００人未満）
　  　３，０２４，０００円（３００人以上）
　ただし、１日当たり４時間未満の利用児童については、２人で１人と算定すること。
また、年間延べ利用児童数が２５人に満たない保育所は、補助対象とならない。

補助基準額と補助対象経費の実支出額から
寄付金等の収入を控除した額とを比較してい
ずれか低い額
ただし、千円未満は切り捨てとする。

５

障がい児保育事業 障がい児を受け入れるために係る経費
に対し助成を行う事業

障がい児保育の実施に必要な保育
士の雇用に要する経費

障がい児保育を担当する保育士数に次の年額単価を乗じた額の合計
長久手市初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則に規定する保育士大卒者１人
の年収に相当する額
年額　３，０００，０００円
ただし、事業の開始又は中止が年度の途中となる場合は、年額に事業実施月数を
乗じ、１２で除して得た額を基準額とする。

補助基準額と補助対象経費の実支出額から
寄付金等の収入を控除した額とを比較してい
ずれか低い額
ただし、千円未満は切り捨てとする。

６

３歳未満児保育促進事業 ３歳未満児の受け入れ及び保育に係る
経費に対し助成を行う事業

３歳未満児の受け入れ及び保育の
充実に要する経費

各月初日現在の児童数に次の月額単価を乗じて得た額の合計
(1)　０歳児１人当たり　 　１３，０００円
(2)　１歳児１人当たり　　 　７，０００円
(3)　２歳児１人当たり　　 　５，０００円

補助基準額と補助対象経費の実支出額から
寄付金等の収入を控除した額とを比較してい
ずれか低い額
ただし、千円未満は切り捨てとする。

７

加配保育士配置事業 職員の処遇と資質の向上に係る経費に
対し助成を行う事業

年休の行使、休憩時間の確保、健康
診断の受診、研修の受講等でクラス
担任と入替りに必要な保育士に要す
る経費

加配保育士数に次の年額単価を乗じた額の合計
長久手市会計年度任用職員１人の年収に相当する額
年額２，９３２，０００円
　ただし、雇用の開始又は中止が年度の途中となる場合は、年額に雇用月数を乗
じ、１２で除して得た額を基準額とする。

補助基準額と補助対象経費の実支出額から
寄付金等の収入を控除した額とを比較してい
ずれか低い額
ただし、千円未満は切り捨てとする。

３

延長保育事業 地域子ども・子育て支援事業費補助金
交付要綱に基づき交付する事業

施設型給付費交付基準による必要
保育士数を超えて延長保育事業の
実施に必要な保育士に要する経費

延長保育事業
(1)　保育短時間認定
　　　　延長時間が１時間以上　１８，８００円（在籍児童１人当たり年額）
　　　　各施設が設定した短時間認定児の保育を行う時間の前後で延長保育を実施
　　　　する場合は、前後それぞれで延長保育時間を算定すること。
(2)　保育標準時間認定（１事業当たり年額）
　　　ア　延長時間が３０分以上　 　　３００，０００円
　　　イ　延長時間が１時間以上で、１日当たりの平均対象児童数が６人以上　
　　　　　 １，６６７，０００円

補助基準額と補助対象経費の実支出額から
寄付金等の収入を控除した額とを比較してい
ずれか低い額

８

検診実施事業 児童の健康の維持及び向上に係る経
費に対し助成を行う事業

嘱託医及び児童の検診の実施に要
する経費

次の(1)、(2)及び(3)により算出された額の合計額
(1)　内科医
　　 委託料年額　２６０，０００円
　　 報償費　８５０円×延べ受診児童数
(2)　歯科医
　　 委託料年額　９０，０００円
　　 報償費　６５０円×延べ受診児童数
(3)　耳鼻科医
　　 委託料年額　１１０，０００円
　　 報償費　６５０円×延べ受診児童数

補助基準額と補助対象経費の実支出額から
寄付金等の収入を控除した額とを比較してい
ずれか低い額



別表（第３条、第８条関係）

番号 補助事業 内容 補助対象経費 補助基準額 補助額

１２

休日保育実施事業 市内の保育所等に入所している児童の
うち、休日において家庭での保育が困
難で、継続的に保育を必要とする児童
の保育を実施する事業

休日保育の実施に必要な保育士を
雇用するために必要な経費

休日保育対応保育士数に次の年額単価を乗じた額の合計
年額３，３５０，０００円
　ただし、事業実施者が子ども・子育て支援法第２７条の休日保育事業に要する費
用を超えて、支弁する費用に限る。

補助基準額と補助対象経費の実支出額から
寄付金等の収入を控除した額とを比較してい
ずれか低い額
ただし、千円未満は切り捨てとする。

９

保育所維持管理事業 保育所の安定した運営実施に係る経費
に対し助成を行う事業

土地及び建物の貸付を受けて保育
所を運営する場合に要する経費

長久手市借地基準に準じ、次の(1)及び(2)により算出された額の合計額
(1)　土地
　　 当該年度の固定資産税課税標準額（円）×５．５／１００
(2)　建物
　　 愛知県子育て支援対策基金事業費補助金の賃借物件による保育所整備事
　業における改修費等補助で計上した対象経費（円）×５．５／１００
　ただし、(1)及び(2)とも保育所の開所又は閉所が年度の途中となる場合は、当該合
計額に開所月数を乗じ、１２で除して得た額を基準額とする。

補助基準額と補助対象経費の実支出額から
寄付金等の収入を控除した額とを比較してい
ずれか低い額
ただし、補助額の上限は５００万円とする。

１０

敷地外保護者用駐車場用
地確保事業

保育所の安定した運営実施に係る経費
に対し助成を行う事業

土地の貸付を受けて保育園敷地外
に保護者用駐車場を確保する場合
に要する経費

長久手市借地基準に準じ、次により算出された額
当該年度の固定資産税課税標準額（円）×５．５／１００
　ただし、保護者用駐車場以外の用途と併用して確保している場合は、保護者用駐
車場として使用している駐車台数に応じて課税標準額を按分する。
　また、駐車場の賃貸借契約及び解約が年度の途中となる場合は、当該額に契約
月数を乗じ、１２で除して得た額を基準額とする。

補助基準額と補助対象経費の実支出額から
寄付金等の収入を控除した額とを比較してい
ずれか低い額の１／２
ただし、補助額の上限は５０万円とする。

１１

自動体外式除細動器（ＡＥ
Ｄ）設置等事業

児童等の安全の確保に係る経費に対し
助成を行う事業

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）設置等
に要する経費（消耗品、バッテリー交
換費用含む。）

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）設置等に要した額 補助基準額と補助対象経費の実支出額から
寄付金等の収入を控除した額とを比較してい
ずれか低い額の１／２
ただし、補助額の上限は２０万円とする。


